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「再エネを取り巻く政策・制度は
どう変わったのか」

太陽光発電の導入手法及び新制度の概要

市民電力連絡会オンラインセミナー



内容（お話の流れ）
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０．太陽光発電協会の紹介

１．太陽光発電の導入状況（現状、JPEAビジョン検討中）

２．導入手法

２．１ FIT/FIP制度 ／２．２ TPO/PPA

３．地域共生と新認定要件

４．廃棄費用積立て

５．次年度から設備認定・太陽電池有害物質情報追加

６．発電側課金（次年度から導入）

７．出力抑制

８．導入における法令等遵守

８．１ 電気事業法（小規模事業用電気工作物、使用前自己確認）

８．２ 特定盛土等規制法

８．３ 森林法

９．こらからの、脱炭素社会への期待



（一社）太陽光発電協会（JPEA）について
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一般社団法人 太陽光発電協会（JPEA ; Japan Photovoltaic Energy Association）

■代表理事
山口 悟郎（京セラ株式会社 代表取締役会長）

■協会の目的
太陽光発電システムに関連する利用技術の確立及び普及促進、並びに産業の発展によって、我が国経済の

繁栄と、国民生活の向上に寄与し、もって会員の共通の利益を図る。

■主な活動
・太陽光発電の健全な普及に向けた提言・関係機関への意見具申等

・太陽光発電設備の施工品質の向上や保守点検等に関するガイドラインの作成・公開

・施工技術者及び保守点検技術者の育成のためのPVマスター技術者制度の運用

・太陽光発電に関する標準化及び規格化についての調査研究、出荷統計の取り纏め・公開

・太陽光発電の健全な普及に向けた啓発活動：シンポジウムやセミナーの開催、情報発信

・使用済み太陽電池モジュールの適正処理・リサイクル等に関する研究

■会員数 128社・団体（2023年１０月現在）、他に賛助会員14団体
・販売・施工（含むゼネコン、住宅メーカー等） ：50社（39%）

・周辺機器・部品・素材メーカー ：27社（21%)

・電力・エネルギー ：18社（14%)

・太陽電池セル・モジュールメーカー ：16社（13%）

・機関・団体 ： ２社（2%)

・その他 ：15社（12%）

JPEAホームページ：https://www.jpea.gr.jp/

https://www.jpea.gr.jp/
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１．太陽光発電の導入状況 再エネ大量導入次世代NW小委 会議資料より

JPEA追記
⚫ 導入継続には新規案件創出が必要
（FIT/FIP認定量減速中）

⚫ FIT/FIPの再活性化＋新たな導入エ
ンジン立上げ

注意：
審議会資料等を引用して示している。資料中
の緑の線、緑の枠内コメント等は、JPEAが説
明のために、またJPEAの理解するところを示す
ために追記したもの。



参考：FIT施行後の認定量と導入量の比較（2023.6末最新）
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認定済だがまだ導入に至ってい

ない発電設備は

８GW程度

7,794MW（約8GW）

10kW 未満
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2MW 以上

23.6末の日本の累積導入量は、
FIT導入前の4,993MWを加えると
71,092MWになる
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１．太陽光発電の導入状況

再エネ大量導入次世代NW小委 会議資料より



2020年公開版
“PV OUTLOOK 2050”

2023年度公開
新 ”PV OUTLOOK 2050”  

導入ポテンシャル
技術的導入可能量

（11月7日公開）

過去のNEDO等の検討結果を踏まえ
JPEAが独自に算定。

課題：データが古い、農地利用等が不明確、 
将来の技術進展・用途開発等が反映

し
きれず。算定の前提条件等は非公開

最新のデータに基づき、将来の技術進展
（変換効率の向上等）・用途開発（EVやBIPV)

や未利用地（道路・鉄道・駐車場）、水上・農
地利用等を精査してポテンシャルを再評価。
前提条件等を開示。

導入量見通し
経済性等を考慮

（11月7日公開）

2050年GHG80％削減が前提

・2030年：100 GW
・2050年：300 GW

電力セクターのGHG排出量を8割程度
削減するのに必要と思われる導入量
からのバックキャストを軸に策定。

2050年CN実現を前提とする

・2030年：125 GW
・2035年：171 GW
・2050年：386 GW

IRRに基づく経済性分析を軸に普及曲線や
年間導入量の制約等の組み合わせで推計。

電力需給見通し

費用・便益評価

経済波及効果等

（現在策定中）

2050年断面の電力需給シミュレー
ションを行い300GWが実現可能であ
ること、並びに必要とされる電力貯
蔵量等を推計。費用便益評価も実施

2030年、2035年、2050年断面の電力需給
シミュレーションを行い導入見通しが実現
可能であることを検証。需要側対策の重要
性とセクターカップリングの効果等を定量
評価。費用便益評価の他、経済波及効果も
推計。

参考：2050年に向けたJPEAビジョンの改定：背景・見直しのポイント

◼ 2020年公開のビジョン “PV OUTLOOK 2050”は温室効果ガス80％削減を前提として策定。
◼ 今回は、カーボンニュートラル（CN）の実現を前提とした新しいビジョンを策定。
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参考：新ビジョンの導入ポテンシャルと導入見通しの比較（累計） 

◼ 国内の太陽光導入ポテンシャルの推計結果は2,380GWDC（国内の電力需要の2倍程度か？）
◼ 2022年度末の導入実績（累計）87GWDC

※１は導入ポテンシャルの3.6％
◼ 2050年度の導入見通し509GWDC導入ポテンシャルの21％
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※：IEA（国際エネルギー機関）公表のデータに基づきJPEAが試算。GW（ギガワット＝100万kW）、GWDCは直流出力（太陽電池モジュールの合計出力）
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参考：新ビジョン 導入見通し分析結果（ACベース） 

◼ IRR分析結果および普及曲線、年間導入量を加味した導入見通し（ACベース）は、2030年度で125GWAC、
2035年度は171GWAC、2050年度には386GWACと推計された。

◼ 今後導入される太陽光発電の大半は建物設置、地上設置ともに配電系統に接続される高圧・低圧となる見込
み
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配電系統に接続されるPV、需要設備、蓄電
池を最大限活用し、系統全体の最適化・コス
ト低減・脱炭素化に貢献できるような配電系
統システムの構築が不可欠。今から周到に準
備を進めるべきではないか？
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地上設置型太陽光発電システム 営農型太陽光発電システム
（ソーラーシェアリング）

水上設置型太陽光発電システム 屋根設置型太陽光発電システム

設置形態

２．導入手法



２．導入手法
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発電事業へのファイナンスの類型

コーポレートファイナンス
・投資する法人の信用力に対して融資する。

プロジェクトファイナンス
・発電事業自体の事業性・予見性に対して融資する。

発電事業者

制度によらない発電事業の予見性も、ファイナンス可能な状況になってきた（レンダ―・投資家にとって）

小売電気事業者 需要家

送配電事業者

電力卸市場
発電事業形態

FIT制度

FIP制度

発電した電気の買取価格・買取期間が事業認定時点で決定
（2023年度：9.5円/kWh 20年間買取）

発電した電気を市場か相対契約で販売することが必要
（基準価格との差は一定のルールで補填される）

事業予見性

非常に高い

高い

FIT/FIP制度によらない契約
発電事業者・（小売事業者）・需要家間の電力供給・購入契約
ＰＰＡ(Power Purchase Agreement) 再エネニーズの高まりが背景
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２．１ FIT/FIP制度

11出典：エネ庁スペシャルコンテンツ https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/fip.html

・FIT制度（2012年7月より）とは「フィードインタリフ（Feed-in Tariff）」の略称で、事業認定を受けた時点で決

まる固定価格で、決められた期間（事業用は20年間）発電した電気を一般送配電事業者が買い取るもの。20年

固定の買取価格はスタート時点は40円/kWhであったが、現在2023年認定を受けるものでは9.5円/kWhまで下

がっている。国民負担に配慮しつつ、事業者の予見性を高め導入を促進するための施策。

・FIP制度（2022年4月より）とは「フィードインプレミアム（Feed-in Premium）」の略称で、FIT制度のように固

定価格で買い取るのではなく、再エネ発電事業者が卸市場などで売電したとき、その売電価格に対してプレミアム

（補助額）を上乗せすることで再エネ導入を促進します。FITから最終的には完全な市場取引へ至るための中間的

な制度支援。

・FIP制度では、再エネ発電事業者は発電する再エネ電気の見込みである「計画値」をつくり、実際の「実績値」と一致

させることが求められます。これを「バランシング」といいます。バランシングにあたり、計画値と実績値の差（インバランス）

が出た場合には、再エネ発電事業者は、その差を埋めるための費用をはらわなければなりません。これは、FIT制度では、

再エネ発電事業者には免除されていたことです。

https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/fip.html
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２．１ FIT/FIP制度

非化石価値
1.3-4円/kWh

プレミアム
単価

非化石価値

FIT固定価格
9.5円/ｋWh

JEPX
卸価格

FIT制度 FIP制度

FIP基準価格
9.5円/ｋWh

参照価格

FIP基準価格とプレミアム単価

バランシン
グコスト

プレミアム単価＝基準価格ー参照価格
参照価格＝卸市場単価相当＋非化石市場単価相当ーバランシングコスト相当

FIP制度

需要ピーク時（市場価格が高い時）に蓄電池の活用などで
供給量を増やすインセンティブあり

収入は市場価格に連動
（収入がFIP基準価格に近づく
ようにプレミアムが産出される）

＊プレミアムは、参照価格に連動して1か月ごとに見直される。
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２．１ FIT/FIP制度

2023年度以降の調達価格/基準価格と調達期間/交付期間

FIT/FIP・入札対象

500kW以上
250kW以上
50kW以上
10~50kW未満

10kW未満

2023年
FIT FIP

2024年
FIT FIP

ー
FIT入札

FIT
自家消費要件あり
地域活用要件あり

FITのみ

FIP入札のみ
FIP
FIP

地域活用要件あり
（規模等に条件あり）

ー

ー
ー

FIT
自家消費要件あり
地域活用要件あり

FITのみ

FIP入札のみ
FIP入札のみ

FIP
地域活用要件あり
（規模等に条件あり）

ー



R5 第１回 R5 第2回 R5 第3回 R5 第4回

募集枠 MW 105.0 110.887 105.０ 134.1

上限価格円／kW 9.50 9.43 9.35 9.28

入札参加件数 35 件 55件 61件

入札参加容量 MW 119.7 69.07 177.8

落札件数 20件 55件 33件

落札容量 MW 105.0 68.07 105.0

最低価格円／kW 9.00 8.95 7.94

荷重平均円／kW 9.34 9.30 8.55

最高価格円／kW 9.49 9.43 9.19

1. 落札33案件は 全て500kW以上FIP対象で、FIT（250～500kW未満）はなし。
2. 10MW以上の大規模案件が4件（合計71.3MW)が含まれ、小規模案件（約72MW、28案

件)が押出される結果となった。
3. 25.９MW7.94円、19.9MW7.94円、13.3MWW9.19円、12.28MW9.19円、上限価格の

低下で落札価格が下がっていく中でも大規模案件の開発が拡大、
4. 全体の、落札価格の加重平均は前回の9.30円から8.55円となり、加重平均で初めて

8円台となった。下げ幅は0.75円で、入札参加が募集容量を超えたこともあり、上限価格の下幅で
ある0.08円を大幅に超え、JPEA調達価格での示唆価格より下がる結果。

参考：令和５年度太陽光発電の第３回目入札結果（23.11.24 )
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２．１ FIT/FIP制度

https://nyusatsu.teitanso.or.jp/servlet/servlet.FileDownload?file=00PGA00000j6L2S

https://nyusatsu.teitanso.or.jp/servlet/servlet.FileDownload?file=00PGA00000j6L2S


２．２ TPO/PPAとは
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需要家が再エネを利用したい、再エネの使用量を増やす必要がある、と考えるときの選択肢は、

⚫ 小売り事業者の提供するメニューから選択

⚫ 上記が価格・その他条件から利用できない場合、自家消費用の設備を導入する必要あり。

その場合の導入手法は、以下の通り。

X社（自社）需要地内設置

（オンサイト）

自社で投資、設備自己所有

・発電分は電気料金不要

・初期投資が必要（資金準備要）

第３者（他社A）が設備所有

A社と発電した電気の購入契約締結

・電気料金必要

・初期投資が不要

TPO(Third Party Ownership)

PPA(Power Purchase Agreement)

第３者（リース会社B）が設備所有

B社と設備リース契約締結

・リース料金必要

・初期投資が不要

X社が設置し、リース会社B社へ売却してリース
バックする以外にも、発電事業者等がPPA用
の設備として設置して、それをB社へ売却して
X社がリースする等もありうる。

このような導入手法を

TPO/PPAと呼ぶ

出典：JPEAホームページ https://www.jpea.gr.jp/feature/ppa_tpo/

https://www.jpea.gr.jp/feature/ppa_tpo/


５．２ TPO/PPAとは
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需要地以外へ設置・設置場所以外へも供給

（オフサイト）

自社で投資、設備自己所有

・発電分は電気料金不要

・初期投資が必要（資金準備要）

第３者（他社A）が設備所有

A社と発電した電気の購入契約締結

・電気料金必要

・初期投資が不要

第３者（リース会社B）が設備所有

B社と設備リース契約締結

・リース料金必要

・初期投資が不要

このような

導入手法を

TPO/PPAと呼ぶ

出典：JPEAホームページ https://www.jpea.gr.jp/feature/ppa_tpo/

https://www.jpea.gr.jp/feature/ppa_tpo/


２．２ TPO/PPAとは

TPOの契約条件の確認（需要家視点）

◼ 契約条件確認において留意すべき項目について、一例を示したシートをJPEAは公開しています。
https://www.jpea.gr.jp/wp-content/uploads/tpo_model_checksheet.pdf

（抜粋）
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https://www.jpea.gr.jp/wp-content/uploads/tpo_model_checksheet.pdf


参考：自然エネ財団：コーポレートPPA：日本の最新動向（2022.8.31 から引用）
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２．２ TPO/PPAとは
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３．地域共生と新認定要件
出典：大量導入・次世代NW小委員会 第５３回 会議資料
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/055_01_00.pdf

●第２次取りまとめ（案）によれば、大きくは以下の項目について認定制度の運用が改正される。

Ⅰ：認定申請時に、開発許認可済であることを求める。（ ２３年１０月）

Ⅱ：認定申請時に、説明会開催済であることを求める。（ ２４年４月目途）

Ⅲ：認定事業者へ設計・施工・運営の委託先の監督義務を課す。（２４年４月目途）

Ⅳ：法令違反覚知時の交付金一時停止措置。（２４年４月目途）

Ⅴ：パネル増設等の変更申請時に、廃棄費用の追加確保を求める。（２４年４月目途）

注意：
審議会資料等を引用して示している。資料中
の緑の線、緑の枠内コメント等は、JPEAが説
明のために、またJPEAの理解するところを示す
ために追記したもの。
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３．地域共生と新認定要件

２３年１０月

２４年４月
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３．地域共生と新認定要件

２４年４月

２４年４月

２４年４月
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３．地域共生と新認定要件
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３．地域共生と新認定要件
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３．地域共生と新認定要件
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３．地域共生と新認定要件



区分 主な制度（要件）

説明会の要件化
での例外内容

住宅用(10kW未満）および屋根設置は事前周知を要件化しない
温対法・環境アセスメント等の関係手続で別途事業説明会がFIT認定申請前におこなわれ、
WG（第2次報告書）で求められる要件を満たす場合は事前説明会を行ったものと扱う

説明会の回数

（他制度とのタイ
ムラインの整理）

①災害の危険性に直接影響土地開発に関わるもの
・森林法も林発許可の対象エリア
・宅造成及び特定盛土等規制法の許可の対象エリア
・砂防三法における許可の対象エリア

⇒上記許認可説明に加えて、FIT／FIPの許可申請の説明会の2回必要
②環境影響評価または、環境アセス対象

・環境配慮書前の説明会 ・方法書段階のFIT／FIP認定前の説明会
・評価書の公示かた工事着手に説明会

⇒上記の通り、3回の説明が求められる
③条例に基づく許認可エリア

・FIT／FIP認定前説明会・条例許可取得から工事着手前まで説明会
⇒上記の通り、2回の説明会が求められる
④温対法に基づく許可エリア

・FIT／FIP認定前に、温対法での協議会による説明会でFIT／FIP
要件を満たしていれば、FIT／FIP前説明会を行った扱いとする

⇒温対法での協議会説明会（1回）でFIT／FIP前説明会を代替

WG第2次最終報告がパブコメを経て、11月30日公開（次年度から適用）
（現在、2次報告にそって省令ならびにガイドライン作成中）

３．地域共生と新認定要件

https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/PcmFileDownload?seqNo=0000263549

WG第2次報告

パブリックコメント

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/kyosei_wg/20231128_report.html
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区分 主な制度（要件）

その他の留意事項

説明会の議事（質疑時間確保、住民からの質問対応）
⇒同内奥を数回も、説明会後一定期間（2週間）質疑フォームで回答
周辺地域住民の範囲（土地建物所有者の取り扱い）
⇒隣接する土地建物の所有者は周辺住民の範囲に含めること
開催案内は、ポスティング、戸別訪問、観覧板、自治体広報誌
周辺住民の範囲（自治体の相談プロセス）
⇒事業者が自治体に事前相談する様式設定、

説明会での
説明事項

（安全面）

• 斜面への設置（斜面勾配は原則30度未満とし、傾斜度に応じ適切な防災措置を講じることなど）
• 盛土・切土（盛土高・切土高が一定の高さを超える場合において、崩壊防止の措置を講じることとなど）
• 地盤強度（土地の安定性を確保するための調査と地盤強度の評価）
• 排水対策（降雨量や地質、太陽光パネルからの流水等を考慮し、適切な排水施設を設置）
• 法面保護・斜面崩落防止策（太陽光パネルから落下する雨水等による土地の表面浸食防止措置を講
ずることなど）

• 防災施設の先行設置（他の開発工事に先行して防災施設を設置することなど）
• 設備設計（傾斜地及び地盤の形状等を考慮しながら基礎設計を行うことなど）
• 施行後の管理の継続性（維持管理計画の策定及び実施体制の構築を行うことなど）
• 事業終了後の措置（必要に応じて植栽や法面保護等の原状回復を行うとなど）
⇒原則的には、この整理に準拠する形で事業の影響を説明するとともに、適切な予防措置が講じられて
いることの説明を求める

（景観面）
設置場所が、自然環境・景観の保護を目的として条例で設定された保護エリアに該当する場合には、景
観面への影響を説明し、適切な予防措置が講じられていることの説明
【景観に影響を与える客観的要素】／【予防措置】

（自然環境
生活環境）

電源共通の事項では、騒音・振動・排水の汚れ/濁り（工事中含）
太陽光発電は・反射光、雑草の繁茂
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区分 主な制度（要件）

事業の影響と予防措置
に係る説明事項
（廃棄）

• FIT/FIP認定申請時の再エネ発電事業計画の内容等を踏まえ、
廃棄等費用の総額、算定方法、積立開始時期/終了時期、毎月の積立金額を説明

• 再エネ廃棄・リサイクルのあり方検討会（第5回会合）で、再エネ特措法の新規認定申請時に
含有物質情報の登録がある型式の太陽光パネルの使用を求める方向が取りまとめられている。こ
れを踏まえ、太陽光発電事業については、上記の内容に加え、太陽光パネルのメーカー名、製造
期間、鉛・カドミウム・ヒ素・セレンの４物質の含有情報の説明を求める（上記の検討会における
今後の議論の状況等を踏まえ特に各電源の廃棄等に係る説明事項については、随時必要な見
直しを行っていく）

• 工事時に発生する産業廃棄物・残土に係る説明

地域住民の
（定量基準）

• 低圧（50kW未満）説明会の対象となる住民の範囲については
⇒発電所の敷地境界から100m以内

• 高圧（50-2,000kW）・特別高圧（2,000kW以上）は、
⇒発電所の敷地境界からの距離等から300m以内

• 環境影響評価法に基づく環境アセスメント（第一種事業に限る。）の対象となる大規模電源に
ついては、⇒上記にかかわらず、事業場所の敷地境界から１km以内

委託先から認定事業者
に対する報告内容等
①委託先から認定事業
者
②認定事業者から国へ

委託先から認定事業者に対する報告
①委託先から認定事業者に対する報告（認定事業者に委託先に対する監督義務）
一律に報告の形式を定めることはせず委託先の認定基準・認定計画の遵守を担保するという今般
の措置の趣旨に基づき、認定基準・認定計画の遵守状況を報告するよう認定事業者が委託先に
定期報告（1回／年）求める

②認定事業者から経済産業大臣に対する定期報告（年１回実施）で委託の実態を報告
事業の実施に必要な行為に係る委託（例：手続代行・プロジェクトマネジメント、設計、土地開発、
建設・設置工事、保守点検、設備解体、廃棄・リサイクル等）に係る委託契約書の有無・委託契
約の相手方・委託契約の概要 委託先から認定事業者に対する報告の内容
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区分 主な制度（要件）

違反状態の未然防止・
早期解消の措置
・ 交付金の一時停止
（積立命令）の発動タ
イミング
・ 交付金の取戻要件

一時停止に発動タイミング
法令の違反について、反の未然防止・早期解消を促す観点から、少なくとも、関係法令において行政
処分・罰則の対象となる違反について、当該違反が覚知され、違反に係る客観的な措置（書面によ
る指導等）がなされた段階で、積立命令を発出することが可能となる
交付金の取戻要件
・関係法令（条例を含む。）や認定計画への違反で、、FIT/FIP交付金の一時停止が措置された場
合について、違反状態の早期解消インセンティブを持たせるため、違反の解消又は適正な廃棄等が
確認された場合は、一時停止された交付金を取り戻すことができる
下記の①・②のいずれかの場合については、交付金を取り戻すことができるもの。
①違反状態が解消された場合
②認定事業者が事業を廃止し、適切な廃棄が確認された場合

太陽光パネルの増設・
更新に伴う適正な廃棄
の確保

更新に伴って不要となるパネルの適正廃棄
・更新で不要となるパネル、その廃棄等費用は解体等積立金を充てるのではなく、個別に適正な廃
棄を求めていく。
個別での適正な廃棄を担保するため、更新に係る変更認定申請の際に、解体・撤去業者に廃棄等を
依頼する契約書など、一定の書類の提出を求めた上で、書類の提出がない場合には、変更認定申
請を認めないとし、事後的に、実際に適切な解体・廃棄が実施されたことの報告を求める

更新・増設パネルの適正廃棄、
パネルの増設（下表：X kW→Y kWに増設）が発生した場合、積立開始から増設までの間、増
設分（下表：（Ｙ－Ｘ）kW）の廃棄等費用が積み立てられないおそれあり、
こうした点を踏まえ、不足分については、
増設の際の変更認定時に一括して原則外部積立てを行う
（廃棄等費用積立制度において内部積立てを行うことができる要件を満たす者については、一括して
内部積立てを行うことを認める）こととしてはどうか。積立ての方法については、廃棄等積立制度の方法
に準拠し、仮に適切に積立てが行われない場合には、変更認定を行わないこととする。
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30
資源エネルギー庁 改正再エネ特措法説明会（2021年９月１７日）資料より

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/naibu_tumitate_soudan.pdf
内部積立の事前相談開始 JPEA追記

４．廃棄費用積立制度の概要
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資源エネルギー庁 改正再エネ特措法説明会（2021年９月１７日）資料より

４．廃棄費用積立制度の概要
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資源エネルギー庁 改正再エネ特措法説明会（2021年９月１７日）資料より

電力広域的運営推進機関（OCCTO）

入金/月＝売電収入/月－積立金/月

４．廃棄費用積立制度の概要

32



資源エネルギー庁 改正再エネ特措法説明会（2021年９月１７日）資料より

電力広域的運営推進機関（OCCTO）

入金/月＝売電収入（卸・相対）/月＋（交付金/月－積立金/月）

４．廃棄費用積立制度の概要
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資源エネルギー庁 廃棄等費用積立ガイドラインより

解体等積立て基準額

４．廃棄費用積立制度の概要
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資源エネルギー庁 改正再エネ特措法説明会（2021年９月１７日）資料より

４．廃棄費用積立制度の概要
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資源エネルギー庁 廃棄等費用積立ガイドラインより

（参考）相殺的処理の計算方法

認定事業者にとって、積立金は将来取り戻せる資産として、貯金と同様に取り扱われ、
毎年度、積立金を含む収入の全額が課税対象になることに留意。

４．廃棄費用積立制度の概要
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資源エネルギー庁 廃棄等費用積立ガイドラインより

（一部抜粋）

（参考）取戻しの申請

４．廃棄費用積立制度の概要
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必要書類の提出
上記②、③のとおり、解体等積立金の取り戻そうとする場合には、改正再エネ特措法施行規則で定める
様式７の３による申請書及び添付書類を推進機関に提出すること。なお、必要な添付書類を整理する
と以下のとおりとなる。

ａ：後記ｂのいずれの場合にも共通のもの
□印鑑証明書
□認定事業者であった者又はその承継人であることを証する書面（認定事業者であった者又はそ
の承継人が解体等積立金を取り戻す場合に限る。）

ｂ：下記のいずれかの場合に対応したもの
【認定発電設備の解体等の実施に要する費用に充てる場合（解体等の実施が未了の場合）】
□解体等を行うことを証する書面及びその費用の額を証する書面
＜具体例＞
認定事業者等と解体・撤去業者との間で締結された廃棄等を依頼する内容の契約書写し（なお、解体
等を予定する太陽電池モジュールの量が記載されている必要がある。）
【認定発電設備の解体等の実施に要する費用に充てる場合（解体等の実施が完了している場合）】
□解体等を完了したことを証する書面及びその費用の額を証する書面
＜具体例＞
認定事業者等と解体・撤去業者との間で締結された廃棄等を依頼する内容の契約書写し（なお、解体
等を予定する太陽電池モジュールの量が記載されている必要がある。）、産業廃棄物管理表（マニフェ
スト）の写し、写真（取り外し前・中・後）及び領収書

資源エネルギー庁 廃棄等費用積立ガイドラインより

（一部抜粋）

４．廃棄費用積立制度の概要
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４－２．廃棄費用積立制度について

資源エネルギー庁 改正再エネ特措法説明会（2021年９月１７日）資料より

４．廃棄費用積立制度の概要
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40

４．廃棄費用積立制度の概要（来年度から地域共生・新認定要件）

４－３．増設する場合の廃棄費用積立制度について



５．次年度から設備認定・太陽電池有害物質情報追加

５.1 国の動き

41



５．次年度から設備認定・太陽電池有害物質情報追加

５.２．パネルの型式登録に含有物質情報等の追加を義務化
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５．次年度から設備認定・太陽電池有害物質情報追加

５.3．廃棄等費用積立金への波及（現時点では詳細未決定）
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５．次年度から設備認定・太陽電池有害物質情報追加

５.４．含有物質情報等のデータベース登録方向（協議中）
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45

６．発電側課金（次年度から適用）

６．１ 発電側課金
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/20230420002.pdf
出典：電取委・制度設計専門会合 令和５年４月中間とりまとめ

2024年4月導入
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６．１ 発電側課金（続き）

６．発電側課金（次年度から適用）
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６．１ 発電側課金（続き）

増強費用の、より広域・公平な負担

既設送電線の有効活用
（立地誘導）

６．発電側課金（次年度から適用）
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６．１ 発電側課金（続き）

６．発電側課金（次年度から適用）
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６．１ 発電側課金（続き）

６．発電側課金（次年度から適用）
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６．１ 発電側課金（続き）

６．発電側課金（次年度から適用）
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６．１ 発電側課金（続き）

６．発電側課金（次年度から適用）
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６．１ 発電側課金（続き）

６．発電側課金（次年度から適用）
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６．発電側課金（次年度から適用）

６．１ 発電側課金（続き）
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６．１ 発電側課金（続き）

６．発電側課金（次年度から適用）
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６．１ 発電側課金（続き）

課金額試算

全量売電
設備容量：   100kW
月間発電量：

11,000kWh

月間課金額

基本料金
=100kW X 69.83
=6,983円

従量料金
=11,000kWhX0.22
=2,420円

合計：9,403円

６．発電側課金（次年度から適用）
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６．発電側課金（次年度から適用）



https://www.tepco.co.jp/pg/company/press-information/information/2023/pdf/231017a.pdf

お知らせ
2023年10月17日

東京電力パワーグリッド株式会社

2024年4月より導入を予定している、系統連系受電サービス料金（以下、「発電側課金」）にお
いて、需要地近郊など、送配電網の追加増強コストが小さい地域の電源については、送配電関連
費用に与える影響に応じて、発電側課金の負担額を軽減する割引措置を講じることとしております。

先般、国の審議会（第86回制度設計専門会合［2023年6月27日開催］）にて示された、
「各一般送配電事業者の供給エリアにおける発電側課金の割引対象地域および割引区分（以下、
「割引エリア」）※の公表」に向けた準備が完了したため、お知らせいたします。

なお、今回公表いたします、割引エリアにつきましては、託送供給等約款（以下、「約款」）認可
前の情報であり、約款認可時と異なる場合がありますのでご了承ください。
実際に適用される各発電者さまの割引エリアにつきましては、約款認可申請後、各発電者さまに対
して当社から個別に通知させていただく予定でございますので、通知受領後ご確認いただきますようお
願いいたします

系統連系受電サービス料金（発電側課金）の導入に伴う割引エリアの公表について
（東電PGの公開例）

６．発電側課金（次年度から適用）
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６．発電側課金（次年度から適用）
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６．発電側課金（次年度から適用）
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2023年8月3日 経産省 第47回 系統WG 資料1より

◼ 2023年度の再エネ出力制御見通しは、（様々な理由があるが）当初予想を上回る数字となっている。

7.1 出力制御の状況①2023年度の各エリアの再エネ出力制御見通し等

７．出力抑制
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参考：出力抑制の現状(全国)

61

・10月は北海道、関西、中国、四国、九州にて出力抑制が行われた。
・11月の状況はまだ公表されていないが、九州地区では、15回の出力制御が実施されている。

単位 MWh/day、% (一日あたりの抑制電力量に正規化している)
抑制率=抑制電力量/(発電電力量+抑制電力量)

７．出力抑制

◼ 昨年秋から、急激に出力制御が増えた。 大きな要因は、太陽光発電の導入拡大、特に、低負荷時期での
電力需要の低迷、また従来想定していなかった、需要吸収エアリへ地域間連系線の送電制約などが顕在化

◼ 東京電力以外、全エリアデで出力抑制が発生、特に、九州エリアは、4月には26％以上の制御となった。



参考：出力抑制の現状(九州地域での2021年度からの傾向)
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九州地域 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年間

2021年抑制電力量 6 1051 2652 6509 4832 426 27 0 607 1446 466 79 1509

2021年抑制率(%) 0.0 3.0 7.1 14.4 13.6 1.1 0.1 0.0 1.7 3.7 1.7 0.3 4.3

2022年抑制電力量 589 259 1571 2851 700 2 0 44 84 391 308 32 569

2022年抑制率(%) 2.1 0.7 4.1 6.1 1.6 0.0 0.0 0.1 0.2 1.0 1.0 0.1 1.5

2023年抑制電力量 574 1450 7934 12358 12046 1994 0 136 833 4673 - - 4200

2023年抑制率(%) 2.0 4.3 18.5 26.2 23.7 4.9 0.0 0.3 1.9 10.4 - - 10.0

単位 MWh/day、% (一日あたりの抑制電力量に正規化している)

注:抑制率%=抑制電力量/(発電電力量+抑制電力量)    2023年の年間は、1～10月の平均を示す

MWh/day

７．出力抑制



７．２ 出力制御の状況②再エネ出力制御低減対策の効果

◼ 太陽光・風力が2023年度供給計画2032年度導入量の1.4倍程度まで導入された時を想定し、各種の

対策が講じられた場合の算定結果が示されたが、事業者としてはかなり厳しい結果となっている。

2023年12月6日 経産省 第49回 系統WG 資料1より

７．出力抑制
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７．３ 出力抑制の低減に向けた取組・施策について（JPEA要望）

◼ 出力抑制の低減に向けた抜本的な解決策として、従来からの取組・施策に加えて、下記の
ような思い切った対策を検討・実施すべきではないか。

① 系統増強：マスタープランで示された、西日本地域の連系線・地内系統、並びにFC変
換所の増強工事の早期実施に向けた費用便益評価と詳細設計の前倒し。

② 電力市場改革：価格シグナルに応じた供給側及び需要側の行動変容を適切に促すこと
を目的に、欧米では従来から実施されている卸電力市場におけるマイナス価格導入の
早期実現に向けた検討。

③ 小売料金メニュー：需要側の行動変容を促す小売料金メニュー設定の推進。上記②と
の相乗効果により、家庭・業務・産業部門の熱供給設備や下水の汚泥処理等、従来埋
もれていたDRリソースの掘り起しに繋がるのではないか。

④ 出力抑制ルール：太陽光発電では既に制度化されている、オンライン代理制御を長期
固定電源にも対象を広げ、電源間の公平性を確保するための検討。

⑤ 託送料金制度：卸電力スポット価格が0.01円／kWh等に低下した場合は、需要側の託
送料金を割引く等により、需要の喚起と需要設備の立地誘導を図る。

⑥ 電化の推進：余剰電力の活用が可能なヒートポンプ給湯器やEV等の導入促進。

⑦ 再エネの調整力活用：下げ調整力の不足に対応するために、火力電源を起動させてお
くといったような従来の系統運用から、オンラインにより追加抑制が可能な再エネの
下げ調整力を活用することで、再エネの出力抑制量を減らせないか。また、出力抑制
中の再エネであれば、上げ調整力を提供することも可能であり、このような調整力を
活用すれば電力コストを低減できるのではないか。

７．出力抑制
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◼ 九州エリアの昼間の余剰が発生する時間帯は出力抑制が行われる
◼ この時間帯には、エリアのスポット価格は0.01円／kWhに張り付き
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７．出力抑制

需要側対策
◼ DR
◼ HP
◼ タイムシフト
◼ 省エネ
◼ ダイナミックプライス

供給側対策
◼ 蓄電池
◼ V2G
◼ 揚水発電
◼ 火力見直し
◼ 調整力拡大

系統運用
◼ 配電系統のDＸ化で

配電系の制約軽減
◼ 需給柔軟化
◼ 予測向上
◼ 時間前活用

市場メカニズム活用
◼ ネガティブ価格導入
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８．導入における法令等遵守（参考）

■太陽光発電事業者は企画立案から設備の撤去・廃棄までのライフサイクルにおいて、
関係する全ての法令・条例を遵守することが発電事業者の責務。

企画立案 設計 施工 設備運用・管理
設備撤去・

廃棄

FIT法（事業計画策定ガイドライン）

事業計画策定ガイドラインに基づく事業計画と運用・管理、及び年次報告等の義務

電気事業法（電気設備の技術基準の解釈）

建築基準法（建築物に設置する場合等）

廃掃法

自然環境保護法、景観法、土壌汚染対策法、鳥獣保護法等

国土利用計画法、都市計画法、盛土規制法、
砂防法、急傾斜地災害防止法、地滑り等防止法、

森林法、河川法、海岸法、港湾法、農地法等
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８．導入における法令等遵守（参考）

１．事業計画策定ガイドライン（太陽光発電）（2023年版）
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fit_2017/

legal/guideline_solar.pdf

２．太陽光発電システム保守点検ガイドライン 〔JEMA・JPEA 技術資料〕（第2版）
https://www.jpea.gr.jp/wp-content/themes/jpea/pdf/t191227.pdf

３．地上設置型太陽光発電システムの設計ガイドライン及び構造設計例について（2019年版）
https://www.jpea.gr.jp/document/handout/guideline2019/

４．傾斜地設置型、営農型及び水上設置型の太陽光発電システムの設計・施工ガイドラインについ

て（2023年版）
https://www.jpea.gr.jp/document/handout/guideline2023/

５．太陽光発電事業の評価ガイド

https://www.jpea.gr.jp/guide/

６．太陽光発電設備のチェックリスト

https://www.jpea.gr.jp/news/10006/

７．太陽光発電システムの不具合事例とその対処例
http://www.jpea.gr.jp/pdf/200331ExCo.pdf

参考資料・リンク
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８．１ 電気事業法（太技省令）

6868

【全ての太陽光発電所が守るべき技術基準】

発電所の規模により、使用前検査の要否、主任技術者選任要否、法定点検実施要否等に
差はあるものの、

低圧連系の発電所も含め、全ての設備は電気事業法の管轄下にあり、
省令に定める技術基準への適合義務がある。

太陽電池設備の技術基準は2021年4月に新基準が追加的に施行されているので注意が必要。
（なお、低圧設備も2021年4月より、事故発生時の報告が義務となっている）

電気事業法 電気設備に関する技術基準を定める省令
・第４条 感電・火災等の防止
・第１９条 公害等の防止

（急傾斜地崩壊による災害防止等）

電気設備に関する技術基準の解釈（電技解
釈）
・第４６条第２項 支持物の要求性能
・第４６条第３項 支持物の標準仕様
・第４６条第４項 土砂流出等の防止

発電用太陽電池設備に関する技術基準
を定める省令

発電用太陽電池設備の技術基準の解釈

新たな技術基準（支持物・地盤）

２０２１年４月１日施行

逐条解説も公開されている
JIS C8955等
NEDO設計ガイドライン等を引用

JIS C8955 引用

JIS C8955 太陽電池アレイ用支持物の設計用荷重算出法
NEDO 地上設置型太陽光発電システムの設計ガイドライン
（主に架台・基礎に関する設計ガイドライン）

なお、新省令（新基準）の、設計荷重についての考え方は現行基準から大きな変更はない。

改正電気事業法
23年3月20日
施行
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JIS C 8955:2017 ｢太陽電池アレイ用支持物の設計用荷重算定方法｣

(ただし、公共工事標準仕様書などで指定があった場合にはそれに従う。)

【支持物に求められる強度】

①固定荷重 (G) ：モジュールの質量と支持物（架台）などの質量荷重の総和。

②風圧荷重 (W) ：モジュール等に加わる風圧力。地域ごとに最大風速が定められている。

③積雪荷重 (S) ：モジュール面の垂直積雪荷重。地域ごとに最大積雪量が定められている。

④地震荷重 (K) ：モジュールと支持物などに加わる水平地震力。

電技解釈は2018年10月に改正され、2017年版JISを参照。改正前は2004年版を参照。

2017年版では2004年版より
設計条件が厳しくなった。

新技術基準・第４条に、支持構造は想定される各種荷重に対し安定であることが求められている。
また、新解釈の第２条に、ここで言う荷重とはJIS C8955(2017)に規定するとされている。

JIS C8955(2004) JIS C8955(2011) JIS C8955(2017)

電技解釈改正2018年10月電技解釈（旧）

発電用太陽電池設備の
電技解釈2021年4月

８．１ 電気事業法（太技省令）
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・電力安全小委員会・電気保安制度WG （2022年6月29日）資料より

２０２３年３月２０日
施行

８．１ 電気事業法改正 （2023年3月20日施行）
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① ② ③

①技術基準適合維持義務

高圧以上の設備と同様に適合及びその維持義務が明確化

②基礎情報届出義務

主任技術者選任・保安規程届出の代わりに保安体制が

確認できる情報の届出を義務化

③使用前自己確認と結果届出義務

確認内容は低圧用に見直し、支持物・構造の確認が追加

なお、５０ｋW以上～５００ｋW未満設備も

今回５００ｋW以上と同様の確認と届出が義務化

(使用前自己確認が受理されないと運転できない）

④事故報告義務化（２１年４月より義務化された）

小規模事業用電気工作物
（１０ｋW以上～５０ｋW未満）

④

８．１ 電気事業法改正 （2023年3月20日施行）



電安小委 電気保安制度WG小規模事業用電気工作物に係る保安規律の適正化 2022.6.29

８．１ 電気事業法改正 （2023年3月20日施行）
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電安小委 電気保安制度WG小規模事業用電気工作物に係る保安規律の適正化 2022.6.29

８．１ 電気事業法改正 （2023年3月20日施行）
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https://shoushutsuryoku-saiene-hoan.go.jp/
改正概要

（講習会案内）

・再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会資料
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/index.html
・電力安全小委員会・電気保安制度WG資料
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/hoan_seido/index.html
・再エネ特捜法改正関連情報
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/FIP_index.html

・電気設備に関する技術基準を定める省令（電技）
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=409M50000400052
・電気設備に関する技術基準を定める省令の解説（電技の解説）
https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/electric/files/dengikaisetsu.pdf
・電気設備の技術基準の解釈（電技解釈）
https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/law/files/dengikaishaku.pdf
・電気設備の技術基準の解釈の解説（電技解釈の解説）
https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/electric/files/dengikaishakukaisetsu.pdf

・発電用太陽電池設備に関する技術基準を定める省令（太技）
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=503M60000400029
・発電用太陽電池設備の技術基準の解釈（太技解釈）
https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/oshirase/2021/04/20210401-05.pdf
・発電用太陽電池設備に関する技術基準を定める省令及びその解釈に関する逐条解説（太技解釈の逐条解説）
https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/oshirase/2021/04/20210401-06.pdf
・JIS C 8955:2017 太陽電池アレイ用支持物の設計用荷重算出方法
https://www.jisc.go.jp/app/jis/general/GnrJISSearch.html←JIS検索サイト 

電気事業法改正に関する資料（参考資料）

８．１ 電気事業法（改正）
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８．２ 特定盛土等規制法

＜改正前の宅地造成工事規制区域＞

丘陵地にある市街地等

＜新制度による規制区域＞

農地

平坦部

森林

改正前の規制区域

＜改正前の規制対象＞

宅地（太陽光発電事業用地）を造成

するための盛土・切土

＜新制度による規制対象＞

用途・種類を問わず土地を造成するための

盛土・切土・土捨て行為や一時的な堆積

＜改正前の規制区域＞

宅地造成工事規制区域

＜新制度による規制対象＞
宅地造成等工事規制区域
市街地や集落、その周辺など人家等が存在するエリア（森林や
農地を含む）

特定盛土等規制区域
市街地や集落等から離れているものの、地形等の条件から人
家等に危害を及ぼしうるエリア

盛土等に伴う災害から人命を守ることを主たる目的とし、人が居住し、又は活動を日常的に行う
蓋然性の高い人家や施設などの存する土地や、人が日常的に往来する蓋然性の高い道路等の公共
施設などを保全対象として想定

宅地造成及び特定盛土等規制法の目的 宅造法改正
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法の施行に向けた準備（2022年12月26日時点）

〇 別紙１：基礎調査実施要領（規制区域指定編）の解説（案）
https://www.mlit.go.jp/toshi/content/001580644.pdf

〇 別紙２：盛土等防災マニュアル（案）
https://www.mlit.go.jp/toshi/content/001580645.pdf

〇 別紙３：盛土等防災マニュアル（案）参考資料
https://www.mlit.go.jp/toshi/content/001580647.pdf

〇 別紙４：盛土等防災マニュアル（案）新旧対照表
https://www.mlit.go.jp/toshi/content/001580648.pdf

〇 別紙５：盛土等の安全対策推進ガイドライン（案）
https://www.mlit.go.jp/toshi/content/001580650.pdf

〇 別紙６：盛土等の安全対策推進ガイドライン（案）参考資料
https://www.mlit.go.jp/toshi/content/001580653.pdf

〇 別紙７：盛土等の安全対策推進ガイドライン（案）、大規模盛土造成地の滑動崩落対策推進ガイドライン 対照表
https://www.mlit.go.jp/toshi/content/001580656.pdf

〇 別紙８：不法・危険盛土等への対処方策ガイドライン（中間案）
https://www.mlit.go.jp/toshi/content/001580657.pdf

参考資料・リンク

８．２ 特定盛土等規制法
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８．３ 森林法（施行令・施行規則改正）

令和5年4月1日から施行された施行令及び施行規則等の主な改正内容

改正前の内容

➢ 地域森林計画対象⺠有林（保安林を除く）に
おいて、1haを超える⼟地の形質変更を⾏う場
合、都道府県知事の許可が必要。

➢ 許可を受けようとする者は、申請書に位置図、
区域図、計画書等を添付して申請。

改正後の内容

➢ 太陽光発電設備の設置を⽬的とした⼟地の形質変更を
⾏う場合、0.5haを超えるものについて許可の対象とし
て追加。

➢ 許可を受けようとする者に対し、防災措置を⾏うため
に必要な資⼒・信⽤、能⼒を有することを証する書類
を添付することを義務付け。

令和元年度の林地開発許可制度の見直し

改正前の内容

➢ 開発⾏為が原則として現地形に沿って⾏われ
ること及び開発⾏為による⼟砂の移動量が必
要最⼩限度であることが明らかであること。

➢ 排⽔施設の計画に係る⾬⽔流出量の算出に⽤
いる流出係数については、地表状態及び浸透
能に応じ0.3〜1.0とすること。

➢ ⼯場、事業場の設置を⽬的とする場合、残置
森林及び造成森林を合わせた森林率はおおむ
ね25％以上とし、原則として周辺部に配置す
ること。

運用細則の主な内容

➢ 施設の設置区域の平均傾斜度が30度以上の⾃然斜⾯で
ある場合に、擁壁⼜は排⽔施設等の防災施設を確実に
設置すること。

➢ 地表が太陽光パネル等の不浸透性の材料で覆われる箇
所については、排⽔施設の計画に係る⾬⽔流出量の算
出に⽤いる流出係数は0.9〜1.0とすること。

➢ 表⾯流を分散させるための柵⼯、筋⼯等の措置や、地
表保護のための伏⼯による植⽣の導⼊等の措置を適切
に講じること。

➢ 残置森林及び造成森林を合わせた森林率はおおむね
25％ （うち、残置森林率はおおむね15％）以上とし、
原則として周辺部に配置するとともに、尾根部につい
ては原則として残置森林を配置すること。

➢ 住⺠説明会の実施等の取組等を配慮事項とすること。

林地開発許可

https://www.rinya.maff.go.jp/j/tisan/tisan/
con_4_2.html

林地開発手続きの変更・参考資料リンク



◼ 2030年までに、先ず達成す
べきことは「FITから自立した
主力電源になること」

太陽光発電が日本の主力電源となるためのチャレンジ・課題

系統制約
の克服
空き容量及び
調整力の確保

地域との
共生

価値
創出

コスト
競争力の
向上

FITからの自立

主力電源の土台

主力電源

電力
市場への
統合

技術開発の推進 規制改革・制度的支援

◼ JPEAビジョン実現に向けた
６つのチャレンジとは

９．これからの脱炭素社会への期待
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FIT制度下
のビジネス

FITから自立後
のビジネス

課題と対応策の例

kWh価値
（エネルギー

価値）

◎
固定買取価格

△
市場価格を
前提とした事業

変動価格、昼間価格低下への対応：
・需給一体型モデル（自家消費）
・PPAモデル（RE100企業等へ供給）

インバランス･
リスク

無し
FIT特例制度

リスク発生
（計画値（30分）同時同
量ルール下発生するリス
ク）（前日・時間前市場）

リスク最小化の対策
・発電量予測精度の向上
・スポット市場活用（時間前）
・VPP等の活用・他電源との組み合わせ
・アグリゲーターの育成

NWコスト
発電側課金

実質負担無し
負担有り
（ｋW課金＋kWh課金、

10kW未満は当面免除）

・割引エリアでの新規開発（立地誘導）
・自家消費型
・高積載化

ΔkW価値
（調整力）

無し
困難だが将来は可能性有り

（需給調整市場等）
出力抑制中は「上げ・下げ」調整力の提
供が可能？

kW価値
（供給力）

無し
可能性有り

（容量市場等）

調整係数が適用されるが制度上は可能。
蓄電池等と組み合わることで供給力の価
値を高められる可能性有り

環境価値 無し
有り
（非化石価値取引市場等）

非化石価値取引市場の活用や、RE100
企業等への供給

FITからの自立と「電力市場への統合」で直面する課題とチャレンジ

９．これからの脱炭素社会への期待
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◼太陽光発電じは、だれもが取り組める、環境未来社会を
作るツール

◼再エネ分散電源を地域と共生して環境負荷の少ないエネ
ルギー社会に変革していくのは、市民や国民の力

◼卒FITの活用は、電力市場との統合のなかで、新たな環
境価値を見出していく可能性がある

◼太陽光発電に一貫して流れているのは、長期安定電源と
して社会を変え、気候変動を軽減するエネルギーインフラ
をささえる重要な役割を担っていること

９．これからの脱炭素社会への期待
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ご清聴ありがとうございました。
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